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１．はじめに
　2011年3月11日に発生した東日本大震災および福島原発事故は日本内で莫大な財産的な被害と人的被害をもたらし、日本はもとより、日本を超えて世界的に「原子力安全神話」の崩壊のきっかけとなった。福島原発事故は隣国である韓国にも大きな影響を及ぼした。原発の安全性についての不安の声が高まる最中、古里1号機トラブル隠し事件発生で韓国水力原子力(株)に関する信頼度が低下し、老朽原発に関する不安感が一層高くなった。
また、2016年と2017年の慶州地震と浦項地震は、発生地が原発周辺であり、原発の安全に対する不安をさらに増加させた。現在文在寅政府は、脱原発を主なエネルギー政策として掲げているが、2083年までの漸進的な脱原発で、この政策基調が維持される限り原発はそれまでに稼働を続けると考えられる。では、韓国の現況原子力安全規制制度は原発の安全が保障できるように設計されているのか？また、福島原発事故以降、強化された部分はあるのか？
２．分析方法
本稿では福島原発事故をきっかけに韓国で作られた「福島原発事故後続措置」および現行の韓国の原子力安全規制制度の検討を行った。特に、「福島原発事故後続措置」については、福島原発事故が決定的な影響を与えたかを中心に見ることにする。原子力安全規制制度については、原子力安全規制の意思決定機関である原子力安全委員会の委員構成、機関の位相、意思決定方式を中心に機関の独立性を評価した。なお、韓国の老朽原発を中心に、今まで発生した事故及び故障履歴を整理し、それを基盤にして韓国の原発の事故発生の特徴的な点をまとめ、現行の原子力安全規制制度がそのような点を反映しているかどうか、また、今後起こり得る事故を予防できる水準になっているかを評価する。
３．分析結果

まず、「福島原発事故後続措置」は、福島原発事故のような地震と大津波が発生し、発電所内全電源喪失となり、過酷事故に至るというシナリオを想定して作られた。韓国原子力安全委員会の調査では、2015年の時点で50項目の後続措置中、措置完了された項目は44件、まだ進行中の項目は6件であった。未完の措置がある分野は特に被動型水素除去、格納建屋排気及び減圧、原子炉非常冷却水外部注入と言った「非常対応体系」が3件で、措置完了しないと、非常事故発生時適切に対応できなくなることが予想できる。
また、 慶州地震以降、地震対策を新たに設計したが、震源から半径100km以内に月城原発、放射性廃棄物処理場、古里原発、ハヌル原発が位置し、16基の原発が稼働中であり、巨大地震に備えて地震対策を厳密に評価し、対応する必要がある。なお、韓国の老朽原発の事故及び故障履歴をまとめた結果、稼働年数が長いほど事故及び故障が頻繁であるのは予想通りだった。しかし、ハヌル原発で海洋生物群による原子炉停止が数件発生したが、これは当初からこの地域が原発立地に適しない地域だったことを示唆する。したがって、源泉的に問題になり得る地域に原発が立地した場合、安全を強化するためにより積極的で厳しい接近が必要であるが、このことに関する措置が依然として十分でないため、原発の安全が確保しにくい状況である。
原子力安全委員会の委員構成については、文在寅政府出帆以前の朴槿恵政府では、野党推薦2人を除いて、7人が原子力関連工学者、もしくは原発に賛成する人物で構成されたことに比べると、現在の委員の中で原子力工学者が1人も存在しないことが特徴的である。しかし、現在の委員数は、委員長を含めて5人であり、4人の空席が続けられている状況である。機関の地位については、文在寅大統領が祝詞を通じて大統領直属に昇格させ、独立性を強化するとの発言をしたが、今のところ実現はされていない。
４．結論
本稿の分析結果を基に、韓国の原子力安全規制制度について、以下の提言ができる。第一に、福島原発事故後続措置を超え、韓国内の自然災害発生予測を徹底した上で、原発安全規制制度を整備すべきである。今まで韓国は地震が起きにくい「地震安全地帯」だと言われていた。しかし、原発が密集している地域で連発した地震は、地震が発生する前の原発安全に関する措置を改めて検討し、新たな措置を取る必要があることを示唆する。
第二に、多数号機密集原発サイトの事故発生に対応する安全規制及び安全対策を備えるべきである。古里原発及び新古里原発サイトには、新古里5・6号機が稼働を始めると、一つのサイトに9機の原発が稼働中の、世界最大の多数号機密集原発サイトになる。今までの単一号機向けの安全規制と安全措置は通用できないことを念頭にしなければならない。
第三に、適切な安全規制のためには、原子力安全委員会の独立性確保及び空席の委員構成状態を早く解決しなければならない。また、多様な専攻、活動履歴を持つ委員構成を考慮すべきである。
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